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１．当社の執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

（１）独立な立場から客観的に当社の業務執行を監督することができる独立社外取締役を選任し、取締役会の過半数

を社外取締役で構成するとともに、取締役会議長を社外取締役にすることにより、取締役会の執行役および使用

人による職務執行に対する監督機能を高め、業務執行の適正を確保する。 

（２）委員長を社外取締役とし、委員の過半数を社外取締役で構成する指名委員会および報酬委員会を設置し、取締

役候補者の指名および取締役・執行役の報酬の決定に係る透明性と客観性を高める。 

（３）委員長および委員の過半数を社外取締役とし、社外取締役と当社事業の深い理解に基づき業務執行を監督す

る社内取締役で構成する監査委員会を設置し、執行役による当社の業務執行の適法性・妥当性の監査を行うこ

とにより、「業務執行に対する監督」機能の重要な一翼を担うとともに、取締役による職務の執行も監査する。監

査委員会は、指名委員会および報酬委員会の議事録を閲覧する。 

（４）味の素グループ各社およびそこに働く一人ひとりが順守すべき考え方と行動のあり方をしめすと同時に、誠実に順

守することをすべてのステークホルダーに約束するものとして「味の素グループポリシー」（以下「ＡＧＰ」という）を整

備する。 

（５）代表執行役社長が指名する経営会議の構成員を委員長とする企業行動委員会は、コンプライアンスの観点から

経営活動のチェックを行い、味の素グループ各社におけるＡＧＰの浸透活動に対する支援と総括を含め、関係部

門と連携してＡＧＰの周知徹底を図る。 

（６）企業行動委員会は、教育・研修等の活動の継続的な実施を通じて、コンプライアンス意識の向上およびＡＧＰの

浸透を図り、風通しの良い企業風土を醸成する。 

（７）企業行動委員会の事務局に通報窓口を設置するほか、社外にも通報窓口を設置する。社内の関係部門は、通

報に速やかに対処し、その結果を企業行動委員会、経営会議および取締役会に報告し、問題の再発防止につな

げる。 

（８）監査部は、業務運営組織およびグループ会社に対して業務監査を実施し、その結果を代表執行役社長および監

査委員会に報告（ダブルレポート）するとともに、監査対象組織に対して指摘事項への是正を求め、実施状況を点

検する。ただし、監査の独立性を確保し効果的・効率的な監査体制を維持するために、監査機能上の指揮におい

て代表執行役社長の指示と監査委員会の指示が齟齬する場合は後者を優先させる。 

また、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の評価を実施し、その結果を代表執行役社長



および監査委員会に報告するとともに、評価対象組織等に通知し、不備がある場合はその是正を指示する。ただし、

監査機能上の指揮において代表執行役社長の指示と監査委員会の指示が齟齬する場合は後者を優先させる。 

監査部は、監査委員会の指示があった場合、調査および監査を実施する。 

 

２．当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

執行役および取締役の職務の執行に係る情報を記録する取締役会議事録、経営会議議事録、意思決定書類、各

種会議の議事録等の文書および電磁的記録は、法令および社内規則に従い保存し、管理する。 

 

３．当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

（１）経営リスク委員会を設置し、中期ASV経営のロードマップ実現の妨げとなるリスクを早期に特定して、その味の

素グループへの影響評価を実施して対応策を立案する。また、リスクマネジメントのための諸方策（BCPを含む）

を立案・運用する。 

（２）サステナビリティ委員会を設置し、マテリアリティに基づく全社経営課題のリスクおよび機会の対策を立案する。

また、その進捗管理を行う。 

（３）危機が発生した場合は、関係組織に対策本部等を設置し、人命を最優先して、味の素グループの損失を極小化

するよう努める。 

 

４．当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

（１）取締役会は、原則として月1 回開催し、法令および定款ならびに「取締役会規程」等に定める重要な事項を審議、

決定し、執行役および取締役の職務の執行を監督する。 

（２）代表執行役社長および同人の指名するその他の執行役を構成員とする経営会議は、原則として月３回開催し、 

「グローバルガバナンスに関する規程」に定める当社および当社グループに関する重要事項を審議し、決定する。 

（３）社内規則の整備、運用および見直しにより、取締役会、経営会議、執行役および特定のグループ会社の意思決

定範囲を明確にし、権限委譲をすすめる。 

（４）取締役会および経営会議の効率的な運営を図るため、取締役会および経営会議に提出する資料は、電子ファイ

ルとする。 

 

５．グループ会社における業務の適正を確保するための体制 



（１）グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

業務運営組織は、「グローバルガバナンスに関する規程」に従い担当するグループ会社を監督する責任を負い、

グループ会社の取締役等の職務の執行に関して報告を求め、重要事項について当社の執行役、経営会議また

は取締役会の意思決定を受ける。 

（２）グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①グループ会社に対して、その事業内容、経営環境等に応じて、グループ共通社内規則と同旨の社内規則を施

行させる。 

②グループ会社に危機が発生した場合は、必要に応じて対策本部等を設置し、味の素グループの損失を極小化

するよう支援を行う。 

（３）グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①グループ会社の監督に係る基本方針を明確にし、グループ会社に対して、グループ共通社内規則と同旨の社

内規則を施行させ、当該社内規則が実効性あるものとして運用されるよう、必要な指導および支援を行う。 

②特定のグループ会社に対しては、「グローバルガバナンスに関する規程」に従い適切な権限委譲を行う。 

（４）グループ会社の取締役等および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制 

①ＡＧＰを施行させ、グループ会社の役員・使用人等に対して、法令およびＡＧＰの遵守を徹底させる。 

②社内外に設置する通報窓口をグループ会社の役員・使用人等も利用できることを周知徹底する。 

③当社の監査部は、グループ会社に対して経営監査・業務監査を実施し、財務報告に係る内部統制の評価を実

施する。 

④重要なグループ会社については、監査機能を強化するため、会社法上の大会社に該当しない場合でも常勤の

監査役を設置する。 

 

６．当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

（１）監査委員会の職務を補助すべき使用人等に関する事項 

① 監査委員会は、その職務を補助すべき内部統制・監査委員会担当執行役および監査部長の選解任および評価

に主体的に関与する。 

② 監査部内に、監査委員会の職務を補助するのに必要な監査委員会スタッフを配置する。監査委員会は、当該

監査委員会スタッフの人事評価、人事異動および懲戒処分に主体的に関与することで、執行役からの独立性を

高め、監査委員会の監査委員会スタッフに対する指示の実効性を確保する。 



（２）監査委員会への報告に関する体制 

①執行役は、当社またはグループ会社に著しい損失を与えるおそれのある事実があることを発見したときは、直

ちに監査委員に報告する。 

②使用人ならびにグループ会社の取締役、監査役および使用人は、監査委員または監査委員会からの定期・不

定期の報告聴取に応じるほか、当社またはグループ会社に著しい損失を与えるおそれのある事実を発見し、

かつ緊急の場合には、直接監査委員または監査委員会に当該事実を報告することができる。 

③味の素グループ各社の役員の不正の行為等への直接関与が疑われる場合の専用窓口として、「監査委員会

ホットライン」を設置する。 

④ ①、②の報告または③の通報をした者は、当該報告・通報をしたことを理由として、不利益な取扱いを受けな

いものとし、グループ会社においてもこれを徹底させる。 

（３）監査費用の処理に係る方針 

①当社は、監査委員会の職務の執行に必要な費用（必要な弁護士等外部専門家への意見聴取に係る費用等も含

む）を負担する。 

②上記①の費用は、年度予算を設けこれに基づき発生した費用を支払うことを原則とするが、予算外で緊急また

は追加で必要となった費用についても当該支払いの処理を行うものとする。 

（４）その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①執行役は、監査委員が業務運営組織で行われる重要な会議への出席が可能となるよう配慮し、議事録を提出

する等、監査委員会の職務執行に必要な協力をする。 

②代表執行役社長その他の執行役と監査委員または監査委員会は、定期・不定期を問わず、当社およびグルー

プ会社における遵法およびリスク管理への取組状況その他経営上の課題についての情報交換を行い、執行

役・監査委員会間の意思疎通を図る。 

 

７．反社会的勢力排除に向けた体制 

当社は、市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは関係を持たず、反社会的勢力に対し

て毅然とした態度で臨み、あらゆる不当要求を拒否することをＡＧＰに明記するとともに、企業行動委員会が味の素

グループ各社におけるＡＧＰの浸透活動に対する支援と総括を含め、関係部門と連携してＡＧＰの周知徹底を図る。 

 

以 上 


